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＊ 日本代協2026年度(第 63期)事業計画 ＊ 

０．事業計画のポイント 

◇ 2026年度の事業活動に当たっての留意点 

● 情報が各会員に伝わるにはどうすればよいかを常に念頭に置いて、発信を行う 

● 取り組みに当たっては、なぜ、何のために取り組むのかの意義の理解を深め、数値目標達成のみをもって

組織をリードしないよう留意する 

● 委員会相互の連携を強化した活動を行う 

● オンラインとリアルを組み合わせながら、効率的で効果が高い運営を行う 

● 定款自治を前提に、理事会が責任と自覚と覚悟を持って運営に当たる 

● 各議事録には主な意見を付記する等、論議と組織運営の透明性を高める 

● 行政、損保協会、各保険会社等との信頼関係構築を図り、対話ができる環境を整える 

Ⅰ．代理店・募集人の資質向上 

● 損害保険大学課程の円滑な運営とカリキュラムの充実・魅力度向上に取り組む 

● 損害保険大学課程コンサルティングコース教育プログラム改訂に伴うタスクフォースへ参画 

● コンサルティングコースの受講者募集に主体的に取り組む 

● 損害保険トータルプランナーの認知度を高め、魅力度の向上を図る 

● 日本代協アカデミーの価値を情宣し、カリキュラムの拡充を図り、学ぶ文化を作る 

● 代協独自のコンテンツを作成し代協にしかない価値を提供する 

● 各代協・ブロック主催のオンラインセミナーの相互活用の仕組みを作り、提供する 

Ⅱ．公正な市場環境の構築・代理店価値向上策の推進 

● 改めて、個社におけるガバナンス体制の構築に向けた取組を進める 

● 公平・公正な募集環境の整備 

・ディーラーを中心に保険販売のモニタリングを継続する 

・特定修理業者の排除に向けて損保協会と連携して取り組む 

・銀行窓販の弊害防止措置の維持を図る 

・郵便局の保険事業を注視し、なし崩し的な拡大を阻止する 

・保険会社の代理店戦略の展開状況を注視し、問題事案があれば改善を申し入れる 

・顧客本位の業務運営の妨げになると思われる事案の収集 

● 共通化・標準化要望をとりまとめ、損保協会に提言を行う 

● 保険代理店の価値向上策の推進 

・リスクマネジメント講座 

・事業継続力強化計画認定申請（ジギョケイ） 

・社労士診断認証制度 

・JSA-S1003（保険代理店サービス品質管理態勢の指針） 

Ⅲ．実効性あるCSR活動の展開 

● SDGs17目標項目をCSR委員会の取り組みに落とし込み身近なSDGs を行う。また代協毎にSDGs 宣言を行

うように推進する。(SDGs推進) 

● ぼうさい探検隊マップ制作支援を中心とした地域の防災・減災・防犯への寄与（学校教育・リスクコント

ロールの実践） 
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● 出前授業の開催及び行政や地域のCSR活動の共催による社会課題(交通安全教育・清掃活動等)の解決（本

業の価値向上） 

● 継続活動（地震保険の普及・無保険車追放・サイバーセキュリティ対策推進等）の積極的メディア利用

（他委員会との連携・本業の業務品質向上） 

Ⅳ．組織力の強化 

● 支部・代協・ブロック協議会の活性化を図り、情報と熱が伝わる組織作りに取り組む 

● 各代協は中期増強計画に基づき「会員純増」を図る・日本代協は「入会数331店」を目標とする 

● 「仲間づくり（入会ベース）」・「トータルプランナー受講者募集」＋「ぼうさい探検隊」で構成する「目

指せ、三冠王！」表彰制度を継続実施する 

● 人材育成研修会を開催する 

● 各代協の会員資格と会費体系の検証を行なう 

● 各代協のオンライン環境整備・セミナー開催をノウハウ面で支援する 

● 代理店賠責の普及と代協会員の品質改善に取り組む 

● 「代協正会員実態調査」を実施する（WEB方式） 

Ⅴ．活力ある代理店・代協を目指して 

【活力研】 

● 保険会社との対話を通し、代理店が抱える課題解決のための自立的サイクルをつくる 

【金融庁監督局保険課長との意見交換会】 

● 現場の実態、課題、顧客本位の業務運営に向けた取り組みを、直接行政に伝える 

Ⅵ．広報活動の展開 

● 会員への情報伝達力向上に向けた具体策として、「日本代協ニュース」を改編し、会員のニーズに応える

答える情報提供を行う。 

● 会員が情報を得やすい環境整備に向け、ホームページへの改編に関する調査・研究を行う。 

Ⅶ．代協会員の経営支援・情報の提供 

【サポートデスクによる支援メニューの提供】 

● 週1回の電話相談を継続する 

● 代理店経営サポートデスクから定期的な情報発信を行う 

● 代理店経営未来塾を継続実施する 

【情報提供】 

● 「日本代協ニュース」は内容を一新し、広報委員会で紙面作成を行う 

● 業界動向をまとめた「業界関連情報」を都度配信する 

● 「代協活動の現状と課題」は、HPからの参照を基本とする 

Ⅷ．コンベンション 

● 第15回日本代協コンベンションを東京で開催する 

Ⅸ．法人運営 

● 運営に当たっては、ペーパーレス・オンライン活用を進める 

● 会合日程は年度初めに決定し、共有する 

 

※ 具体的な取り組みは、次頁以下の通り。  
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Ⅰ．代理店・募集人の資質向上 

１．基本方針 

〇 日本代協の使命は、損害保険の普及と顧客の保護並びに顧客の最善の利益の追求を図るため、「損害保険

代理店の資質を高め、その業務の適切な運営を確保すること」にある。従って、人材育成のための教育研修

事業は本会の最も重要な事業である。 

〇 代協会員は、自己研鑚に努めるとともに、損害保険大学課程、「日本代協アカデミー」、各種セミナー等

の教育・研修の機会を活用し、経営者・社員ともに能力向上に努める。 

〇 修得した知識やノウハウを日々の業務で実践し、顧客の信頼に応える。 

〇 金融行政が示す方向性や消費者の意識は、損害保険代理店に対し、一層の業務品質向上と組織としての

「自律と自立」を求めている。代協会員は、こうした社会的要請に応え、高い専門性と業務品質に裏打ちさ

れた「顧客に信頼され、選ばれ続ける存在」となるよう不断の努力を積み重ね、資質向上に努める。 

 

２．「損害保険大学課程」の運営 

（１）指定教育機関としての役割発揮・内容充実・制度改善 

① 損保協会と緊密な連携を図りながら、企画・運営に当たる。（教育委員会） 

セミナー運営に当たっては、教育委員会任せとせず、代協組織全体で対応する。 

運営に当たる代協会員のITスキルアップ向上をサポートする。 

② 損保協会との「定例合同運営会議」（年4回開催）を軸に、カリキュラムの充実・制度改善・受講者募集

推進策の検討を進める。 

③ WEBセミナーの効用については、これまで受講することが出来なかった職種の方が受講することが出来る

といった好影響が引き続き確認出来た。昨年度は受講者増加を予想しセミナー方式を「グループ討議型」と

「視聴参加型」に改変、別日に開催することで受講生及び運営側の負担軽減を大幅に減少させることに成

功した。引き続き WEB の長所を活かし受講生にとってより学びやすく、運営側の負担も軽減された新しい

セミナーに進化出来ないか、指定教育機関として損保協会に提案していく。 

テキストのデジタル化（動画解説を含む）についても損保協会と検討を進める。 

  ④ 損害保険大学課程コンサルティングコース大改訂に伴い損保協会とワーキンググループを立ち上げ、タ

スクフォースに参画し教育委員会全員体制でこの大改訂に臨む。 

（２）「損害保険大学課程」コンサルティングコース受講生の募集推進 

① 損保協会、各損保会社と連携し、主体的に取り組む。 

   保険会社に対しては以下の要望を続ける（C・D・Eは直資代理店の必須取り組みとして要請する）。 

A）損害保険トータルプランナー認定取得の代手ポイント制度における評価指標化・水準引き上げ 

B）代理店認定要件のマスト項目化・水準引き上げ 

C）代理店内の認定者率や認定者実数の要件化・水準引き上げ 

D）代理店内の教育研修計画への織り込み 

E）代理店内の評価制度へ損害保険トータルプランナー取得を導入 

② 日本代協自主目標840名 

（３）「損害保険大学課程」の認知度向上の取り組み 

① 損保協会、損保各社と連携して本制度の認知度向上を図り、募集人のチャレンジを促す。 

② 損保各社内において、本課程の位置づけと活用方針を明確に徹底するよう働きかける。 

（４）「損害保険トータルプランナー」の認知度・魅力度の向上 

① 社会的信認度向上： 

A）認定者自身がお客様本位の業務運営を実践する。 
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B）代協会員は、下記の「3つの基本行動」に取り組む。 

・代理店事務所に「トータルプランナーポスター」・「認定証」を掲示する。 

募集時には「認定バッジ」を着用し、「カード型認定証」を提示する。 

C）代協会員はトータルプランナーカード型認定証を募集時にお客様に提示する。 

・損保協会のHPにリンクする「損害保険トータルプランナーがいる代理店」の登録を行う。 

・契約者に「トータルプランナーチラシ（損保協会作成）」を手交する。 

②「損害保険トータルプランナー」の魅力を高める施策の検討： 

・損保協会と連携して資格保有のメリット策を検討し、出来るものから実施する。 

  

３．日本代協アカデミーの展開 

（１）基本方針 

・日本代協独自の教育制度として、代理店の役に立つコンテンツの充実を図る。 

・持続的に学ぶための具体的な解決策であること。 

・制度の周知と計画的な活用を働きかけ、代協会員の持続的な資質向上を支援する。 

（２）目指すところ 

・代協会員が代理店独自の募集人教育計画に日本代協アカデミーを取入れ活用する事により代理店経営の

更なる高度化に対応していく。 

・コンプライアンスや商品研修に止まらず、好取組事例の取り込みやロープレ研修等も自社の年間教育・

研修計画に組み入れて資質向上を図る代協会員を輩出し、「学ぶ風土」を組織全体に広げる。 

（３）運 営 

・教育委員会（各PT）を中心に、他の委員会やブロックと連携し、業界最新情報の収集、研修メニュー等

に関する要望等を把握し、代協独自のコンテンツの継続的投入とラインアップ反映に注力する（代協会

員の時間的余裕を生み出すための業務効率化の観点を含む）。 

・法改正などを踏まえて学習問題などの更新を定期的に実施する。 

・保険会社社員の利用も推進するとともに、保険会社内の代理店支援部署とも連携し日本代協アカデミー

が代理店独自の教育ツールとして有効である事を代協未加入代理店にも広めていく。 

・今年度は教育責任者に募集人に学習完了状況が容易に把握出来る仕様にシステム改善し、教育システム

としての活用し易さを実現。引続きベンダー会社と協議を重ね、代理店教育のインフラストラクチャー

として運営していく。 

 

４．代協・支部セミナーの実施 

① 各代協・支部において定期的にセミナーを開催し、代協会員が集い、語らい、高め合う場を設ける（他代

協との共催、ブロック開催、オンライン活用を含む）。 

② 各代協・支部・ブロック主催のオンラインセミナーを相互活用できる仕組みを作る（日本代協で保有する

IDの共同利用を含む）。 

 

Ⅱ.公正な市場環境の構築・代理店価値向上策の推進 

１．個社におけるガバナンス体制の構築に向けた取り組み 

① 昨今の業界の状況を踏まえ、改めて会員自身も自社のガバナンス体制を客観的に見つめる必要がある。

「自社はできている」と考えることなく、飽くなき姿勢をもってガバナンス態勢の構築に努める。 

② コンプライアンスは事業運営の大前提であり、永続的な成長の基盤である。代協会員自身が個社として

徹底し、「不正をしない、させない、許さない企業文化」を作り上げ、顧客保護を図る。 
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③ 問題事案が発生した場合は、多角的な原因分析を行い、再発防止策を講じ、定着状況をフォローする。 

④ ガバナンス態勢の構築の一助として、企画環境委員会において、日本規格協会が発行するJSA-S1003「保

険代理店サービス品質管理態勢の指針」の推進を図る。 

 

２．公平・公正な募集環境の整備 

 企画環境委員会において収集した以下のケースに該当する事案はデータベース化し、案件は金融庁及び

損保協会、保険会社と共有すると共に、疑義事案の整理・分析を行い、対応方法の検討に活用する。 

（１）ディーラーを中心としたモニタリング 

① 不適切な販売事例が多く報告されているディーラーによる保険販売のモニタリングを継続し、事案に応

じて必要な対応を行う（保険会社への是正申し入れ、当該ディーラーへの警告など）。 

② 「レッドカードチラシ」を活用し、契約者への注意喚起を行う。 

（２）特定修理業者排除に向けた取り組み 

① 代協会員に対し、特定修理業者排除に向けた情報提供、ツール案内等を行う（損保協会資料等）。 

② 特定修理業者に関する情報は全件損保協会に伝え、業界全体の対策につなげる。 

③ 損保労連と情報共有を行い、顧客対応の現場における連携強化を図る（定例意見交換会等）。 

（３）銀行等による保険販売 

① 弊害防止措置の維持に取り組む（政治連盟と連携）。 

② 「イエローカードチラシ」を活用し、契約者・消費者に対する注意喚起を行う。 

③ 募集現場のモニタリングを継続し、企画環境委員会にて全国の問題事案に関する情報を集約し、弊害防

止措置の必要性を示す材料として活用する。 

（４）日本郵政グループにおける保険販売への対応 

① 日本郵政グループ全体の保険事業拡大の動向を注視し、官による民業圧迫と判断される場合は、郵政民

営化委員会に対し、撤回等を申し入れる（政治連盟と連携）。 

② 日本郵政グループ各社の新規事業参入に当たっては、日本郵政が保有する全株式の売却に向けた道筋の

明確化と着実な実行を求めていく（政治連盟と連携）。 

③ 郵便局の自動車保険販売に対するモニタリングを継続し、問題事案があれば企画環境委員会に集約し、

日本郵便本社・取扱保険会社へ改善を申し入れる。 

（５）団体契約・集団扱・団体扱割引の適正な適用 

① 消費者保護の観点で現場の運用をモニタリングし、問題事案があれば保険会社や財務局に伝え、改善を

求める。 

② 保険会社に対し、適正・厳格な割引の適用・運用を求め、問題事案の未然防止に努める。 

（６）その他不適正募集・保険会社戦略のモニタリング 

① 募集現場において個別の問題事案があれば、現地代協において対処した上で、企画環境委員会に報告す

る。制度的な課題については日本代協経由で金融庁に報告し、保険会社に改善を求める。 

② 顧客本位の業務運営を妨げる事案についても情報を収集し、顧客本位の業務運営の本質や代理店の在り

方について検討を行う。 

③ 代理店の合併・統合、乗合承認等、保険会社戦略の展開状況を注視し、保険会社の対応が一方的・圧力的

であると判断される場合は、当該保険会社に改善を申し入れる。 

 

３．業界の共通化・標準化に向けた検討・提言 

① 業界ベースの共通化・標準化が消費者にとって有益であると考えられる案件があれば、損保協会に提言

を行う（企画環境委員会）。検討の視点は以下の通り。 
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・消費者（契約者）にとっての分かりやすさ 

・消費者（契約者）の保護・利便性向上 

・代理店（募集人）の業務効率化 

・保険会社の業務効率化（帳票、事務処理ルール等） 

②  各保険会社の家計分野商品の約款内容・解釈のバラツキから生じる消費者の不利益を把握し、損保協会

と問題点を共有する（独禁法に留意する必要あり）。 

  

４．代理店の価値向上策の推進 

  企画環境委員会は代理店経営サポートデスクと連携して、保険代理店の価値向上策の推進を図り、顧

客本位の業務運営と共に、持続可能な代理店経営を支援する。 

〇上記を実践するために、先ずは企画環境委員会のメンバーが各取組の内容と必要性を強く認識することが

重要であり、その為に必要な教育・研修を行うと共に、推進に当たっては、取り組む目的や意義、その必要

性を認識し、代協会員の価値向上に繋がることを第一義的に考えて推進する。 

〇本取組は、自社だけの取組に留まるのではなく、広く地域や企業の支援に活用することによって、地域のリ

スクマネジャーとしての立ち位置を確立し、代理店の更なる価値向上に繋げることが重要である。 

〇代協会員から価値向上に繋がった事例などを収集し、情報共有を行うことで推進を加速させる。 

〇オンラインセミナーや YouTube 動画、各種支援ツール（DM やチラシ）を活用すると共に、日本代協のトッ

プページ等のWEBサイトを用いて効果的・効率的な推進を図る。 

〇サイバーリスクに対する取組についてもジギョケイと共に推進を図る。 

① 日本代協版「リスクマネジメント講座」 

・保険代理業界の大きな環境変化に対応することで、安定的・発展的な経営を実現する。 

・顧客本位の業務運営を高いレベルで実現し、お客様への最善利益義務を果たす。 

② 「事業継続力強化計画認定」 

・有事の際の存続のみならず、早期に復旧してお客様への支援を行える体制を構築する。 

・ジギョケイ（略称）の策定支援を通して顧客企業を守ると共に、全体最適の保険設計を実施する。 

③ 「社労士診断認証制度」 

・会員代理店の人事労務コンプライアンスの実施により、人材の確保・育成を実現する。 

・顧客の人事労務リスクマネジメントの支援と共に、社労士とのタイアップによって相乗効果を発揮し、

最適な保険設計を実施する。 

④ 「JSA-S1003 保険代理店サービス品質管理態勢の指針」 

・金融事業者として求められるガバナンス態勢を構築し、持続可能な経営を実現する。 

・態勢整備によるサービスの高度化と均一化と共に、サービス品質の継続性・永続性を確保する。 

※上記の取組は一つの選択肢として代協が推薦するものであり、他の取組を排除するものではない。 

 

Ⅲ．実効性あるCSR活動の展開 

１．取り組み方針 

①  本業（リスクの専門家）に関連した取り組みや地域の課題解決につながる取り組みを主体とする。 

②  日本代協として取り組む「統一活動」（全国または地域選定）と各代協が自主的に取り組む「代協独自

活動」ともに、多くの会員の参加を促す（ex.活動毎に会員を振り分ける、新入会員は必ず何らかの活動メ

ンバーに組み入れる、キッチンカー誘致やイベントコラボで参加したくなる活動にする等）。 

③ 前例に拘らず、それぞれの実状に応じて、効果的な日程、場所、方法を選択し、実効性を高める。 

④  実施の際には、損保協会、保険会社等にも案内を行い、業界全体で取り組む風土作りを行う。 
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⑤ 目的を共有できる他団体や他業界とタイアップすることで他の視点や強みを取り入れる。 

⑥  各代協ならではの「恒例行事」を作る。 

⑦ CSR委員会は、諮問事項推進に関し、以下の取り組みを行う。 

・各地の活動情報を収集し、今後の施策の検討に活かす。 

・取組事例を収集・整理し、各代協に提供する(作成したぼうさいマップから地域の行政等に改善提言を実

施する)。 

・出前授業を施策実施の推進に活用する。 

・積極的にメディアを活用し活動の発信力を強化する（広報委員会と連携）。 

⑧ 全国一斉にSDGs17目標から選定と宣言を行いCSR活動に取り組む(継続活動、各県とのSDGs協定等)。 

 

２．統一活動 

＜独自継続活動＞ 

（１）防災・減災・防犯の具体的取り組みの推進 

・防災・減災・防犯に高いリテラシーをもち、出前授業の開催や地域イベントへの参加により保険事業者

の社会的役割を創造する。 

・防災士資格の取得推進、及び各地域で活動する防災士会各県支部、防災ネットワーク、公共団体とタイ

アップした活動の推進に取り組む。 

・防災推進国民大会（ぼうさいこくたい）への出展（2026年開催地：鳥取県） 

（２）地震保険の普及促進・付帯率アップ 

・地震国日本における代理店の社会的責務を果たすため、「地震保険啓発・普及キャンペーン」を実施す

る（原則10月実施、開催方法は前例にとらわれずデジタルも活用した方法を検討する）。 

・代協会員は、日々のお客様対応を通し、地震保険の付帯率アップに取り組む（建物・家財ともに）。 

（３）SDGs目標とCSR活動との関連付けとその取り組みの推進 

・現在実施しているCSR活動、又は新たなその活動をSDGs目標に置き、防災・減災取り組みの推進に活用

する。 

・全国各地にあるSDGs認定申請に代協及び代協会員の挑戦を推進する。 

（４）無保険車追放運動 

・自賠責広報協議会の「自賠責制度PRキャンペーン」に合わせ、9月に国土交通省と共同で「無保険車追

放キャンペーン」を実施する。前例にとらわれず開催方法についてはデジタルも活用した方法を検討す

る。 

 

 

＜損保協会との連携活動＞ 

 ○「ぼうさい探検隊」マップコンクールへの参画：（三冠王） 

・損保協会が主催する同コンクールに協力し、小学生の防災・減災・防犯意識向上に貢献する。 

 各代協目標件数到達を最低目標とし、１団体でも多くの参加を働きかける。 

・「三冠王」の代協独自取組項目の一つに組み込む。 

 表彰基準は、応募団体数３団体又は６マップとする（カウント方法に注意）。 

なお、正会員数が500社以上の東京、大阪、北海道、福岡の各代協は５団体又は10マップとする。 

・作成後のマップの活用、学校での披露、マスコミへの情報提供、SNSの活用を通して活動を広く周知する

ための取り組みを行う（広報委員会とタイアップも検討）。 

 ○ペーパーレス化の推進による脱炭素の定量把握に向けた取組 

・社会課題である脱炭素の取組について各保険会社が推進するペーパーレス化を推進する。 
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・脱炭素社会への貢献度を図るべく、削減した紙の量を定量的に把握できる方法を検討する。 

 

３．学校教育への取り組み 

① 損保協会が大学で行う損害保険講座の「保険募集」の講義を日本代協サイドで担当し、保険の役割とプロ

代理店の存在の周知を図る（オンライン講座を含む）。 

② 講師育成のため、代協会員対象の「プレゼンテーションスキルアップ研修」を開催し、修了者に「日本代

協認定講師」の名称を付与し、講師役を担ってもらう（10月・教育委員会）。 

 

４．代協独自活動 

① 学生※１に対する出前授業※２の実施(上記3－①とは区別する) 

※１：小・中・高・大学生を対象とする。 

※２：代協（支部を含む）の活動として、先方の規模を問わず「出前」で行う（先方の集まりに出かけて

いく）。 自動車や自転車に関するリスク、防災対策など、SNS利用やネットリテラシー向上に関する教

育等保険代理店の本業に係る内容や小学生に対するぼうさい探検隊の実施事前説明会等。 

※３：出前授業におけるノウハウを全国に広げる。 

※４：出前授業開催までの流れ、趣意書フォーム、アプローチ方法をまとめてマニュアル化する。 

② 日本代協CSR委員会は全国の活動情報を収集し、情宣を行う。 

（各代協の取り組み事例） 

・一般消費者向け公開講座 ・清掃、植林等の環境保全活動 ・献血、チャリティ等の社会貢献活動 

・消費者団体との意見交換会の開催（日本代協は東京ブロックと共催で11月実施予定） 

・ユニバーサルマナー検定の団体実施、高齢者事故防止対策（チラシと反射板の配布） 

自転車事故賠償対応（特約付帯推進、団体制度案内、地方自治体への働きかけ）等の社会課題関連 

・イベントのコラボ、動員の工夫、家族で楽しめる取組等 

③ 「子ども110番の保険代理店」の推進 

・学校や警察が認定している「子ども 110 番の家」に登録された代理店の追認を日本代協として行い、代

協専用ステッカーを交付し、地域の子どもたちの安全確保に貢献する。 

・「代協専用マニュアル」に沿って「子ども110番の保険代理店」の登録推進を図る。 

・警察に働きかけて共同取り組み・一括認定に持ち込む（ex.共同取り組みの締結式実施など）。 

 

Ⅳ．組織力の強化 

１．ブロック・代協・支部の強化 

（１）会員情報の収集・整理 

〇 各代協は、組織運営上必要な会員情報をリスト化し、収集する。 

（２）支部活動の強化 

① 支部活動は代協活動の原点である。「集い、語らい、高め合う」代協の基本精神に則り、定期的な会合の

機会を設け、支部メンバーの参画を促す。 

 〈運営上の留意点〉 

・オンライン会議を活用する（好取組事例の共有と活用スキル向上） 

・定期的な顔合わせの機会を設ける（定例昼食会、定例セミナーなど） 

・全員が支部の活動に参加できるように仕組む（役割分担、チーム制など） 

・イベントは参加者目標を掲げ、声をかける ・ 地域の各団体との関係構築を図る 

②  組織委員会は好取組事例の情報収集を行い、発信する。 

- 9 -



③  代協会長は支部長の悩みを聴き、相談に応じ、活性化を支援する。 

（３）各代協の会員資格と会費体系の検証 

① 各代協は、代協活動の基盤となる会員資格（正会員並びに・一般会員・賛助会員）と会費収入の実態を確

認し、持続的な組織運営の可能性を検証し、必要に応じて改定する。 

② 会費改定に当たっては、「募集従事者数リンク」を前提として検討する。 

③ 代協会長は、地域担当理事・組織委員会と情報を共有しながら検討を進める。地域担当理事、組織委員会

は各代協の検討をサポートする。 

（４）情報と熱を伝える取り組み 

① 組織委員会開催後の1か月以内にZoom等でブロック組織委員会を開催し委員会内容を、熱を持って伝え

ていく。 

② 代協会員に対する情報発信（会報、SNS、メール、電話等）を随時行い、日本代協の方針や活動状況、各

代協の取り組み状況、業界関連動向等に関する情報の共有化を図る。 

（５）若手会員・女性会員の育成・登用 

① 将来のリーダー育成と組織の活性化のため、若手や女性会員を登用する。 

（ex. 期限を決めて役員を交代する、登用する人数目標を定める〔クオータ制〕等） 

（６）「新入会員オリエンテーション」の実施 

① 新入会員の参画意欲向上のため、各代協においてオリエンテーションを実施する（第一四半期の実施を

推奨・可能な限り「フォローアップ研修」を実施）。 

② 新入会員が活動に参加しやすい仕組みをつくる（ex.全会員を委員会やイベント担当等に割り振る等）。 

（７）組織運営のガバナンス確保 

① 代協：関連法規を遵守し、「一般社団法人運営マニュアル」を参考に組織運営を行う。 

特に、代協事務局職員に対する労働関係法規遵守に留意する。（代協版各種ひな型参照） 

② 日本代協：代協運営に資する情報収集と知識習得に努め、専門家（弁護士、会計士、社労士）のネットワ

ークを活用しながら、個別問題解決をサポートする。 

（８）ブロック協議会による情報共有と相互の活性化支援 

① ブロック協議会を年４回開催し、情報と取組み事例の共有を通して相互の活性化を図る。 

② 役割・運営については、「運営ガイドライン」を参照する。 

③ 開催費用は日本代協負担とし、その額は実態を踏まえて適宜見直す。 

（９）ブロック長懇談会の実施 

① 日本代協の組織運営、事業推進におけるブロック長の役割、ブロック協議会のあり方について改めて認

識を揃え、共有し、情報伝達の改善の一助とすべく、ブロック長懇談会を継続実施する。 

② ブロック長懇談会を実施することで、以下が期待できる。 

・改めてブロック協議会の目的とあり方、運営方法について認識を共有することが可能となる。 

・全国の会員へ日本代協からの情報を正しく伝達するためには、ブロック協議会における情報伝達が極め

て重要である。ブロック協議会における各代協役員とブロック長及び地域担当理事間の意見交換を通じ

て、日本代協が行う事業や施策の意義・目的の一層の浸透が期待できる（ブロック→各代協→支部→会

員）。 

③ 開催時期は年1回（9月）とする。 

 

 

２．代協正会員の増強 

（１）基本方針 

① 代協正会員の増強は各代協の経営課題であるが、全代協の取り組みを後押しする観点から、引き続き日
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本代協全体で取り組む。 

② 将来的には全代理店の加入、長期的にはその前提としての過半数の加入（約8万店）を目標とする。

その現実的なステップとして、「専業代理店換算組織率全代協50％超」を中期目標として取り組む。

③ 加入勧奨に当たっては、チャネル区分に関係なく、保険代理業を本業に位置付け、顧客本位の志を高く掲

げて取り組んでいる意識の高い代理店に幅広く加入を働きかけていく。

④ 各代協は、「安定的かつ積極的な事業展開を行うために必要な会員数」を目標として純増を図る。

日本代協においては、増強運動の盛り上げを図るため「入会ベース」の目標を定めて取り組む。

（２）本年度目標 

  Ⅰ：日本代協 

a. 前記（１）④の基本方針に則り、日本代協の本年度目標は「299店」の入会とする。

b. 上記目標達成のため、各代協の入会数目標を下記基準で定める。

◆ 入会数目標：2025年 3月末「みなし専業未加入代理店数×2％」に「みなしオールチャネル未加入代理

店数×0.1％」を合算した数値とする。

〔専業未加入代理店50店の1店、（専業も含めた）オールチャネル未加入代理店1,000店の1店を会員

に迎えれば全代協が目標達成できる水準値〕 

◆ 激変緩和措置：組織率が 80％以上に到達している代協はみなし専業未加入代理店数×2％を適用せず、 

ALLチャネル未加入代理店数×0.1％のみの算出とする（該当は 6代協のみ）。

Ⅱ：各代協 

a. 組織の安定的かつ積極的な運営に必要な会員数・会費額を検証したうえで、中期増強計画を策定し、

積極的に増強（正会員実数増）を図る。

b. 上記Ⅰ のガイドラインは「入会数のミニマム基準」とした上で、2026年度の「増強目標数」を事業 計

画に定め、各代協の総会にて組織決定し、取り組む。

c. 組織率が 80％を達成している代協は日本代協の理想としている「全代理店を分母に置いた場合の組織

率50％超」を目指して積極的に取り組みを図る。

（３）仲間づくり推進（代協正会員増強）のための取り組み 

① 仲間づくりは年間を通して推進する。

また、各代協の増強目標達成を後押しするため、±０以上キャンペーンは通年で取り組む。

② 『三冠王』は、表彰項目を「仲間づくり推進（入会数基準）」「トータルプランナー受講者募集」「ぼう

さい探検隊」の3項目とし、目標達成代協を表彰する。

＜2026年度表彰制度の内容＞ 

******************************************************************************************** 

１．「三冠王」 

【表彰対象項目】 

１   仲間作り「入会数」目標達成 

２  「損害保険トータルプランナー」受講者募集目標達成 

３  ぼうさい探検隊マップコンクール団体数またはマップ数目標達成 

【表彰内容】 

3項目すべてを達成した代協を「三冠王」として表彰し、3万円を支給する。 

２．仲間づくり 

【表彰対象項目】 

１  目標達成 
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２  5連覇以上達成 

３  年間会員数±ゼロ達成 

【表彰内容】 

各項目の達成に対して、それぞれ3万円を支給する。 

３．日本代協特別賞（新設） 

【表彰対象】 

定性的に素晴らしい取り組みを行った3代協を表彰する。 

定量目標が未達であるが、そのプロセスが評価される取り組みなども対象とする。 

【選定方法と表彰内容】 

 地域担当理事は担当するブロックから1代協を選定し、合計16代協を候補とする。 

 日本代協理事会において16代協の取り組みを審議し、3代協の表彰を決定する。 

 表彰対象の代協には3万円を支給する。 

 「三冠王」「仲間づくり」との重複受賞を可とする。 

 

※支給額の上限設定 

全ての表彰項目を達成すると最高15万円の支給対象となるが、1代協への支給額の上限は10万円とす

る。 

******************************************************************************************* 

③「紹介の仕組み作り」を行い、組織全体で取り組む。（組織委員会任せにしない） 

・既存会員に紹介を依頼する（ex.１会員年間１店紹介など）。 

・保険会社に協力を依頼する。（「保険会社にとっての代協加入のメリット」を伝える） 

④  代理店賠責、情報入手、経験交流の場等、代協加入のメリットを伝え、情宣を行う。(組織委員会) 

⑤  退会理由を確認し、会員減の防止に役立てる。 

 ＜参考マニュアル等＞「正会員増強マニュアル」・「非会員向けPRリーフレット」 

  ・「保険代理店の 賠償責任（10分版・音声入）」・「You Tube動画/PR企画」 

（４）各保険会社研修生の勧誘 

○ 独立型研修生制度を有する保険会社（あいおい社他数社）に対し、保険会社経由で入会関係書類の配 

 布を行い、入会推奨を依頼する。 

（５）損保各社との連携強化 

① 各代協：損保各社との面談、共同企画の実施等を通し、協力体制構築に取り組む。 

     （総会、賀詞交歓会、各種セミナー、社会貢献活動等のイベント 等） 

② 日本代協：損保 7 社との懇談会や個別アテンドにより、代協入会・損害保険コンサルティングコース受

講者募集・代理店賠責加入の協力を求める。 

 

３．人材育成研修会の実施 

① 代協活動の次代のリーダー育成のため、2年に1回のサイクルで下記の通り開催する。 

□ 2026年度：北海道、南東北、南関東、東海、北陸、東中国、西中国、九州北 

□ 2027年度：北東北、上信越、東関東、東京、近畿、阪神、四国、九州南 

② 2025年度未開催のブロックは2026年度内に実施することができる。 

 

 

４．代理店賠責の普及と経営品質向上 

（１）基本方針 
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① 代理店経営のプロテクターである代理店賠責「日本代協新プラン」の加入を推進する。 

別個登録会員・ AIG社契約会員等を除き、極力100％の加入を目指す。 

〈2025年 10月 1日更新内容：加入店数9,250店(前年比+222店）・継続率97.4% 

 全国加入率87.0%(昨年度86.1%）・保険料205,965千円（前年度比+7,200千円）〉 

② 契約内容は2025年度と同様とする。 

（２）加入促進、制度の健全な運営確保のための施策 

① チャブ保険主催の「代理店賠責セミナー」を開催し、本制度の理解促進と普及を図る（1代協年1回/前年

度未開催or間隔が空いた代協は優先的に実施・保険会社社員にも案内・オンライン開催可）。 

  〔担当〕 杉山講師（チャブ損保OB）・山本講師（日本代協事務局OB） 

② 3月開催の全国会長懇談会時に「経営品質向上委員会」を開催し、事故報告状況、保険金請求事案、訴訟

事案、消費者からの苦情事案等を中心に具体的なフィードバックを行い、代理店の募集品質・業務品質の底

上げを図る（チャブ損保）。 

③「代理店賠償責任保険審査会」を年 1 回開催し、複雑事案の審議を行うとともに、本制度の信頼度向上を

図る（臨時開催あり・オンライン開催あり）。 

 

５．「代協正会員実態調査」の実施 

代協会員の実態把握のため、5年程度の間隔で行っている実態調査をWEBで実施する。 

 

Ⅴ．活力ある代理店・代協を目指して 

１．活力研の開催 

・「活力ある代理店制度等研究会」（活力研）を年2回開催する。 

・代理店制度上の諸問題、保険会社との関係、募集環境、これからの代理店のあり方などを中心に真摯な

対話を継続し、課題改善に取り組む。今後、代理店と保険会社がいかに連携して顧客本位の業務運営を

実現していくか、未来志向の対話を行う。 

・論議テーマはアドバイザー、参加保険会社とも事前協議を行い、極力前広に選定する。 

・議事録及び解説動画を作成・配信する。論議の透明性を確保し、内容の共有に努める。 

 

２．金融庁と代協会長との意見交換会の開催 

・金融庁監督局保険課長と代協会長との意見交換会を開催し、現場の実態、課題と併せて、地域に根差し

た代協会員の顧客本位の業務運営に向けた取り組みを、直接行政に伝える場とする（26年 3月・臨時総

会日程に合わせて開催予定）。 

 

３．「代協の魅力を更に高める研究会」の開催 

・代協が、その理念を正しく受け継ぎ、その理念を次の世代に伝え、代協が持続的に発展してゆくため、

代協の魅力を更に高めることを目的として、2024年 10月よりスタートした。 

・現場の声を聞く場、そして代協の活動や役割、機能について会員の理解を促進する場として、様々なテ

ーマについて論議を行っていく。 

 

４．環境変化対応の支援 

・金融行政の動向や市場環境の変化、保険会社の動向等、環境変化に関する様々な情報収集と分析を行い、

代協会員に提供する。 
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Ⅵ．広報活動の展開 

１．会員に向けた情報伝達力を高める取り組み 

① 昨年度実施した日本代協ニュースの一新を継続し、読まれる紙面づくりと配信に務める。 

具体的には以下の2つの観点で情報を盛り込むこととする。 

・代協の取組に関する情報（日本代協の行事報告、各代協の取組や委員会活動など） 

・会員の本業に活かせる情報（業法改正や生成AIの活用に関する情報など） 

② 「日本代協ニュース」作成のため、他の委員会と連携する。 

③ 「日本代協ニュース」で作成した情報の周知・拡散を図る。 

２．ホームページの活用 

① 日本代協ホームページの改編を以下の観点から検討する。 

・会員向け情報ページ「会員の皆さまへ」、「会員専用書庫」の利便性向上 

・次世代に繋がる会員管理システムの構築と活用 

② 「日本代協ニュース」の記事をホームページに掲載し、情報拡散に努める。 

③ 日本代協・各代協ともにホームページを活用した情報発信に努める。 

３．業界紙や地域メディア（地方新聞やテレビ局等）の活用 

① 業界紙（2紙）との懇談会を開催し、代協活動への理解を深める場とする（7月）。 

② イベント開催の際には、SDGs の取り組みを強調し、地元マスコミへの記事掲載につなげることで、消費

者への認知度向上を図る。業界紙にも記事を送り、掲載を働きかける。 

③ 各メディアと良好な関係を保ち（先方からの依頼にも積極対応する）、様々な機会を活用して日本代協の

意見のアピールに努める。 

４．動画の活用 

YouTube公式チャンネル「一般社団法人日本損害保険代理業協会」に掲載されている動画を整理し、引き続

き活用可能な動画を使用する。 

５．「みなさまの保険情報」の活用 

会員が顧客に対して行う定期的な情報提供を補完し、顧客との接点確保のために「みなさまの保険情報」の

活用推進を図る。 

※2026年１月現在利用部数：39,170部 (前年43,085部） / 利用会員数：356店（前年379店） 

PDF購入会員63店(前年66店） 

６．対外広報戦略（通称「PR企画」）について 

長年続いた本企画は、2024年度をもって一時休止とする。 

 

 

Ⅶ．代協会員の経営支援・情報の提供 

１．代理店経営支援策の検討・提供 

① 理事会、各委員会、サポートデスクに寄せられた相談事案等を踏まえて代理店経営のサポート策を検討

し、研修・ツール・セミナー等を構築・提供する。 

② 代理店の価値向上支援策並びに消費者・契約者に代理店の価値を伝える施策を検討、提示する。 

③ 本業に直結する好取組事例を収集し、提示する。 
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２．「代理店経営サポートデスク」による支援メニューの提供・展開 

（１）基本方針： 

毎週水曜日 10～16 時の電話相談を継続する。 

（２）支援策の提供と浸透： 

① 毎週水曜日の電話相談の実施 

・現在も合併や採用、人事制度等に関する相談が一定数寄せられており、この取り組みを継続する。 

② 代理店経営サポートデスクからの情報発信 

・年 4 回発行する日本代協ニュースにおいて毎回、代理店経営サポートデスクの活動を紹介し、認知度向

上を図る。 

③ 代理店経営に関する情報提供、サポートデスク活用促進のためのショート動画を作成、定期発信を行う。 

・代理店経営に関する各種ポイントを紹介するショート動画シリーズ AGENCY MANAGEMENT ROOM（エージェ

ンシー・マネジメント・ルーム）（仮称）を四半期毎めどに提供する。 

・動画内容は、バックオフィス活用、合併、人事制度、エンゲージメント、SDGｓ、デジタル活用等をテー

マに作成。 

・代理店経営サポートデスクに寄せられた質問内容をピックアップして紹介するシリーズも作成し、サポ

ートデスク活用促進につなげる。 

④ オンラインセミナー開催の検討 

・上記ショート動画を拡大解説するオンラインセミナー実施検討を行う。 

・ショート動画から反響のあるテーマを絞り、さらに深く解説することで、保険代理店および日本代協の

価値向上につなげていく。 

⑤ 「代理店経営未来塾」開催 

・「第 6期」開講：11 月～4 月の 6 か月間、オンラインにて開催 

・「第 5期」フォローアップ：サマースクール開催（7月リアル開催予定） 

 

３．情報提供の推進 

（１）基本方針 

① 情報が各会員に伝わるにはどうすればよいかを常に念頭に置いて、発信を行う。必ずしも発信量が多け

ればよいわけではないことに加えて、発信方法や発信媒体等も工夫を続ける。 

② 各委員会・事務局においては、定期的・タイムリーに必要な情報を配信する。 

（２）媒体 

① ｢日本代協ニュース」（定期版） 

・広報委員会にて紙面作成を行う。 

② 業界動向をまとめた「業界関連情報」を都度配信 

③「代協活動の現状と課題」（冊子) 

・昨年に引き続き脱炭素社会への貢献等の観点から、全代協会員への配布は行わず、各代協事務局宛に会

員数の 3割（最低 30 冊）送付する。 

・冊子配布分は役員、新入会員への配布の他、行政機関や関係団体、保険会社へ配布用として活用し、会

員に対しては原則日本代協 HP に掲載するデジタルブックまたは PDF 版を活用いただく。 

・会員の関心と理解を高めることを目的として、解説動画を引き続き配信する。 

・日本代協理事は、「現状と課題」の記載内容について、その背景や日本代協の対応方針等の理解に努め、

ブロック協議会や人材育成研修会等の場で熱を持って伝える。 
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（３）代理店ベンチマーク研修の推進と情報提供 

① 代協が実施する代理店ベンチマーク研修は、参加者が保険会社の枠を超えて、セミナーではない生の経

営を学べるとともに、代協のすばらしさを体感する取り組みである。参加者同士の一体感が醸成され、代協

を運営する活力が生まれる、若手会員の育成に最適な取り組みでもある。 

② その取り組みを支援するために、ベンチマークの対象となるような会員情報を、代理店経営サポートデ

スクを中心に収集、提供できる体制の構築を目指す。 

 

Ⅷ．コンベンション 

① 第15回日本代協コンベンションを下記日程で開催する。 

❖ 日 時：2026年 11月 13日（金）～14日（土）於：グランドニッコー東京台場・損保会館 他 

② アクションプランの策定・準備・運営は、首都圏代協若手メンバーによるプロジェクトチームが行う。 

③ 内容については、昨年度のアンケート結果も踏まえ、必要に応じて理事会に諮ったうえで決定する。 

 

Ⅸ．法人運営 

① 「定款自治」を前提に、関連法規・諸規則に沿った運営を行う。 

② 正確な情報と熱の伝達のため、重要事項については理事会・委員会経由の他、直接代協会長に伝える。 

③ 会長懇談会は分散会等の実施を通じた意見交換を行い、取り組み事例の共有を通して活動の底上げを図

る。 

④ 理事会、委員会はオンライン開催も適宜取り入れながら、コスト削減を図りつつ機動力を高める。 

⑤ 議資料、委員会の連絡等はオンライン配信とし、資料閲覧はタブレットを使用する。 

⑥ 100万円以上の案件の原則BIDの実施、旅費・宿泊費の宿泊パック利用等、経費節減を図る。 

⑦ 日本代協アドバイザー候補をリサーチし、適任者がいれば委嘱を検討する。 

 

 （以上） 
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【別表】 2026年度日本代協各委員会への諮問事項 

 

１ 諮問に当たっての共通確認事項 

（１）2025 年度「事業報告」・「現状と課題」、2026 年度「事業計画」を通読し、担当以外の取り組みも含め

て、課題の背景と現状、取り組みの方向性を共有する。 

（２）課題毎にタスクを整理し、担当・役割分担・スケジュールを明確化する。 

（３）取り組みの目的、意義が各会員へ伝わるための工夫を凝らし、単に目標数字をこなすための取り組みに

ならないよう留意する。 

（４）定款・規則に即した運営を行い、連絡、報告等の締め切り期日を遵守する。 

（５）意見を明確に述べ、賛否を明らかにした上で、組織決定に従い、行動する。 

（６）Zoomを活用し、論議の質と量を引き上げる（臨時委員会、チームミーティングを含む）。 

（７）各代協（役員・事務局）に対する迅速で分かりやすい情報提供を心掛ける。 

（８）委員会相互の連携を強化した活動を行う。 

２ 各委員会諮問・推進事項 ※下記は「主要諮問事項」・その他事業計画記載の取組みは継続実施 
委 員 会 諮問・推進事項 

 

企画環境 

１ 代理店の価値向上策の定着と積極的な推進 

２ 募集現場の実態のモニタリングと対応策の実施 

 

教  育 

１ 損害保険大学課程の運営・検証・改善 

２ 日本代協アカデミーの展開 

３ 損害保険大学課程コンサルティングコース大改訂タスクフォース参画 

 

組  織 

１ ブロック・代協・支部の強化 

２「仲間づくり(会員増強）」の推進 

３ 代理店賠責の推進 

４ 正会員実態調査の実施 

 

 

ＣＳＲ 

１ SDGs17の目標選定と宣言及び活動の実施 

２ 実効性のある「ぼうさい探検隊」の積極推進 

３ 継続活動の活性化および情宣効果向上に向けた検討 

４ 防災・減災・防犯の具体的取り組みの定着と推進 

 

広  報 

１ 会員への情報伝達力向上に向けた具体策として、「日本代協ニュース」を改編し、会員のニ

ーズに応える情報提供を行う。 

２ 会員が情報を得やすい環境整備に向け、ホームページ改編に関する調査・研究を行う。 

タスクフォース 

（教育） 

損害保険大学課程コンサルティングコース大改訂に伴い損保協会とワーキンググループを立ち

上げる 

教育委員会メンバーに加えて、タスクフォースの位置づけとして要員投入を行う 

 

３ 代理店経営サポートデスク、コンベンションＰＴ諮問・推進事項 
 諮問・推進事項 

 

代理店経営 

サポートデスク 

１ サポートデスクの存在の更なる周知 

２ 会員の経営に資する情報の発信 

３「代理店経営未来塾」の運営 

コンベンションPT 2026年度コンベンション開催に向けた企画・実行・運営 
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第２号議案  2026 年度(第 63期) 正会員会費額案承認の件 

・年額として、当年度の12月末日における社員（日本代協正会員）を構成する加盟代理店 

の数1店につき1万円として計算した額としたい。 

・入会金は零円としたい。 

以上 
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第３号議案  2026年度（第63期）収支予算案承認の件 

（単位:千円）

2026年度
予　算　案

2025年度
予　算　額

予算差額
26年-25年

備      考

Ⅰ 計上収益の部
正会員会費 106,200 106,800 ▲600 2025年度実績ベース

特別会員会費 63,400 63,400
賛助会員会費 200 200
損保大学課程受託料 121,000 106,000 15,000 受講者増、サーバー費増

集金事務費 14,000 13,400 600 代理店賠責保険料増

利息配当金収入 200 200 預金金利上昇

投資有価証券運用益 700 700
雑収益
当期計上収益合計（Ａ） 305,700 290,500 15,200
Ⅱ 計上費用の部
役員報酬 700 700 監事報酬

給料手当　　　　　 43,000 43,000
賞与引当金繰入額 2,400 2,800 ▲400 プロパー社員 → 出向者代替

退職金 1,700 2,000 ▲300 プロパー社員 → 出向者代替

法定福利費 5,800 6,200 ▲400 プロパー社員 → 出向者代替

福利厚生費 2,600 2,600
教育研修費 13,900 14,500 ▲600 講師プレゼンテーション研修見直し

損保大学課程運営費 117,000 102,000 15,000 受講者増、サーバー費増、タスクフォース

委員会費 8,600 8,600
研究会費 1,000 1,100 ▲100
会議費 7,900 7,400 500 会長オリエンテエーション実施年

総会費 700 700
コンベンション費 16,500 15,800 700 会場費値上げ、旅費増

理事会費 3,700 3,700
機関紙費 300 300
ブロック対策費 21,110 21,400 ▲290 人材育成研修費（対象ブロックによる自動減）

組織対策費 15,000 15,000 正会員実態調査実施年（5年に1回）

事業対策費 10,200 15,000 ▲4,800 PR企画廃止

通信費 1,700 1,800 ▲100
印刷費 800 900 ▲100
旅費交通費 500 500
渉外費 600 800 ▲200
図書費 300 400 ▲100 東洋経済保険特集号廃止

事務器費 9,200 11,700 ▲2,500 システム関係費用効率化

借室費 29,490 29,600 ▲110
光熱費 400 400
消耗品費 200 200
支払報酬 1,900 1,900
租税公課 4,200 3,700 500 固定資産税（設備什器）支払い

建物減価償却費 1,000 1,100 ▲100
什器備品減価償却費 1,400 2,000 ▲600
ソフトウェア減価償却費
有価証券解約手数料
支払寄付金
投資有価証券評価損
雑費 1,900 2,700 ▲800 派遣社員費用なし

当期計上費用合計（B） 325,700 320,500 5,200
当期正味財産増減額 (A)－(B) ▲20,000 ▲30,000 10,000
正味財産期首残高 194,099 205,109 ▲11,010

174,099 175,109 ▲1,010

勘  定  科  目

２０２６年度予算案

正味財産期末残高
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議決権代理行使の勧誘に関する資料 

 

 

議決権代理行使の勧誘につきまして下記の通りご案内申し上げます。 

記 

一． 議決権代理行使の勧誘者 

        一般社団法人 日本損害保険代理業協会  会  長    小田島 綾子 

一． 議案についてのご説明 
(1) 総会付議事項 

第１号議案 2026年度（第 63期）事業計画案承認の件 

第２号議案 2026年度（第 63期）正会員会費額案承認の件 

第３号議案 2026年度（第 63期）収支予算案承認の件 

 

(2) 付議事項の内容 

第１号議案から第3号議案までの付議内容は、前掲添付書類に記載の通りでございます。  

以  上 
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倫 理 綱 領 

損害保険代理業は、損害保険事業の発展を通じ、社会の安全を守り、福祉の向上に貢献する公益

性の高い職業である。 

  一般社団法人日本損害保険代理業協会の正会員に加盟するすべての損害保険代理店並びにその

募集人は、社会が損害保険代理業に課する使命、責任、義務に深い自覚を持ち、社会の信頼にこた

え、その繁栄に資するため、常に研鑽につとめる。 

 よって、ここに倫理綱領を定め、その遵守と実践を宣言する。 

 

 １．われわれ損害保険代理業者は、損害保険ならびに代理店制度が社会の安定と福祉の向上を 

   図 る ため、最善の制度であることを確認し、損害保険の普及につとめるとともに、尊い職 

   責 を 完 全に果たし、消費者の信頼を高めるよう努力する。 

 ２．われわれ損害保険代理業者は、直接消費者に接する者として、常に知性、知識の研磨につと

   め、資質を向上させ、消費者の需要に的確に対応し、損害保険代理業者としての機能を高度

   に発揮することを誓う。 

 ３．われわれ損害保険代理業者は、名誉を重んじ、秩序を守り、公正な募集活動を推進し、 

   同業者相互間においては、常に友好的関係を保持し、損害保険代理業の地位の向上につと 

   める。 

 ４．われわれ損害保険代理業者は、損害保険会社及びその団体と友誼的関係を維持するととも 

   に、英知を結集し、損害保険業の発展に寄与する。 

 ５．われわれ損害保険代理業者は、損害保険業に対する公共の信頼を維持し、業務の適切性お 

   よび健全性を確保するため、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係遮断 

   に向けて断固たる対応を行う。 

 

一般社団法人 日本損害保険代理業協会 
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募 集 規 範 

■ 目  的 

全ての損害保険の募集に従事する者は、消費者の4つの権利（安全を求める権利、知らされ

る権利、選ぶ権利、意見を述べる権利）を尊重し、以下に定める事項を遵守することによっ

て、一般消費者の利益に貢献することを目的とする。 

 

■ 倫理規範 

（１）社会性・公共性の自覚 

損害保険業は、社会・公共の利益に貢献する使命を持つことを自覚しなければならない。 

（２）自己研鑽 

常に自己研鑽に励み、顧客サービスの質を高めるよう努力しなければならない。 

（３）信義・誠実性 

一般消費者に対し、常に公平、公正で、信義を守り、誠実でなければならない。 

（４）信用の維持 

常に自らの信用維持に努めなければならない。 

（５）反社会的勢力との関係遮断 

反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を持たないようにしなければならない。 

 

■ 行動規範 

（１）商品説明 

商品内容を説明する場合は、重要事項説明書やパンフレットなどにより、一般消費者が商品

内容を理解し、自主的な商品選択ができるよう、契約条項のうち重要な事項は必ず説明する。 

（２）最適アドバイス 

一般消費者のニーズに対し、適切な商品をアドバイスする。 

（３）アフターサービス・アフターフォロー 

契約後、適切なアフターサービス・アフターフォローを提供する。 

（４）顧客情報の守秘 

保険の募集に関し、秘密とすべき顧客情報は守秘する。 

（５）法令等の遵守 

保険業法およびその他の法令等を遵守する。 

 

一般社団法人 日本損害保険代理業協会 
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反社会的勢力への対応に関する基本方針 

 

一般社団法人 日本損害保険代理業協会およびその正会員である全国各都道府県損害保険

代理業協会は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係遮断に努め、公

共の信頼を維持し、適切かつ健全な業務の遂行を確保するために、以下の基本方針を定めま

す。 

 

 

１．組織としての対応 

反社会的勢力による不当要求等に対しては、役職員等の安全を確保するとともに、担当

者任せにすることなく、組織全体として対応します。 

 

２．外部専門機関との連携 

反社会的勢力による不当要求等に備えて、平素から、警察、暴力追放運動推進センター、

弁護士等の外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。 

 

３．取引を含めた一切の関係遮断 

反社会的勢力とは、取引関係も含めて、一切の関係を持ちません。 

また、反社会的勢力による不当要求等は断固拒絶します。 

 

４．有事における民事と刑事の法的対応 

反社会的勢力による不当要求等に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行います。 

 

５．資金提供・裏取引の禁止 

いかなる形態であっても、反社会的勢力に対する資金提供や事案を隠ぺいするための裏

取引は絶対に行ないません。 

 

 

以上 
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  住 所：〒101-8335 東京都千代田区神田淡路町2-9  電話番号：０３－３２５５－１２９９ 

  

   喫煙場所についてのご注意 

・喫煙場所は、3階喫煙所だけとなっていますのでよろしくお願い致します。 

■損保会館までの地図■ 

 

     主要駅からのご案内 

ＪＲ 御茶ノ水駅 聖橋口              徒歩 5分 

地下鉄 丸の内線 淡路町駅(A5出口)     徒歩 5分 

地下鉄 千代田線 新御茶ノ水駅(B2出口)  徒歩 5分 

地下鉄 都営新宿線 小川町駅(A5出口)   徒歩 5分  

 

損保会館 案内図およびご注意について 
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	■損保会館までの地図■



